
(単位：千円)

科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 588,953 流動負債      128,321

現金及び預金 468,245 買掛金          6,285

売掛金 58,604 未払金        57,025

貯蔵品 19,718 未払費用          7,511

立替金 24,627 前受収益          5,882

未収入金 14,402 預り金          2,335

前払費用 3,686 未払法人税等        41,768

貸倒引当金 △ 332 賞与引当金          7,502

その他                 9

固定資産 501,487

　有形固定資産 462,023 固定負債          8,414

建物 196,891 資産除去債務          8,414

構築物 62,750

機械及び装置 168,498

車両運搬具 2,811 負債合計      136,735

器具備品 31,071

（純資産の部）

株主資本      953,705

　無形固定資産 23,473 　資本金      170,000

ソフトウェア 9,634 　資本剰余金      130,000
IPアドレス 10,538 　　資本準備金      130,000

借地権 3,300 　利益剰余金      653,705

　　その他の利益剰余金      653,705

　　　繰越利益剰余金      653,705

　投資その他の資産 15,991 　　　　　　（うち当期純利益）        59,471

長期前払費用 1,528

繰延税金資産 14,417

その他 45

純資産合計      953,705

資産合計 1,090,441 負債・純資産合計   1,090,441

貸借対照表

(2025年3月20日現在)



個別注記表

１．重要な会計方針

(1)

商品 ・・・・・ 最終仕入原価法に基づく原価法によっております。

貯蔵品 最終仕入原価法に基づく原価法によっております。

(2)

有形固定資産 ・・・・・ 定率法によっております。

無形固定資産 ・・・・・ 定額法によっております。

(3)

賞与引当金 ・・・・・ 従業員の賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき実

際支給見込額に基づき計上しております。

貸倒引当金 ・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(4) 消費税等の会計処理 ・・・・・ 税抜方式によっております。

固定資産の減価償却の方法

重要な引当金の計上方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法



２．株主資本等変動計算書関係

（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項 (単位：株)

前事業年度末

株式数

当事業年度増

加株式数

当事業年度減

少株式数

当事業年度末

株式数

発行済株式

普通株式                6,000                       -                       -                6,000

合計                6,000                       -                       -                6,000


